
 

窃盗事件も、裁判員裁判の対象とすべきである≪否定側≫ 
2009年 12月 21日 段俊介 安瑛美子 

①制度創設の目的 
・国民の関心が最も高く、かつ司法への不満を募らせる原因となってきたのは重大事件

についてである。よって、制度としてのインパクトや「健全な社会常識を反映させる」

という裁判員制度創設の目的に照らしても、重大事件のみを対象とすれば十分である。 
・裁判員裁判には多額の費用を要するが、「これだけ大きな事件をやっているのだから

費用がかかるのは当然だ。」というように、国民の理解も得られやすい。 
 
②費用負担・人的負担の増大 
・裁判員と補充裁判員には、最大で１日あたり１万円の日当＋往復の交通費を支払う。

(離島など遠方からの場合には宿泊費も)裁判所に足を運んでも裁判員に選ばれなか

った候補者の日当の上限は、８千円。対象事件数を 3600 件と仮定すると、1年間の

費用は日当が約 20 億円、旅費が約 12 億円で計 32 億円にものぼる。さらに発生件数

が最も高い窃盗事件を裁判員裁判の対象とした場合、裁判員候補として呼び出される

人数も激増し、国民の負担が増す上、現在よりも莫大な費用が必要となる。 

③窃盗罪の固有性 
・窃盗罪は発生件数・再犯率共に最も高い犯罪であり、窃盗の前科を持つ者で再犯に及

んだ者の約 8割が窃盗による再犯である。 
・経済的な問題が再犯の促進要因となっている。一方、ストレス解消、盗み癖、アルコ

ールの問題を理由とするなど、行動傾向の偏りなどの資質的要因に基づいて窃盗を繰

り返す者も少なくない。 
・出所受刑者の 5年以内の再入率は入所度数を重ねるごとに上昇する傾向が見られ、再
犯を重ねるに従って改善更生の困難さが増大する。初犯者や若年者は可塑性に富み、

就労の機会も限定的ではないので改善更生の余地は大きい。この早期の段階で再犯の

芽を摘む指導・支援が効果的。 
・窃盗を繰り返す者それぞれの問題性に応じ、改善更生の意欲を喚起させるための指導

やアルコール問題の解決のための指導に費用を割くべき。 
 保護観察付執行猶予の活用 
被害者の宥恕を得る(「被害者の視点を取り入れた教育」「贖罪指導」の実施) 
積極的弁済措置(被害者への具体的な賠償計画を立て、賠償の履行に向けた努力を行
うよう適切な指導監督・援護の実施) 
就労支援の充実 
更生保護施設の受け入れ可能人員の拡大 
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資料③ 裁判員制度対象件数 
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